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１． はじめに
人々の生活は気候，経済，社会の変動といった様々なリスクに常に曝さ
れている。しかしそれらの中でも，自然災害は最も深刻なリスクの一つと
考えられる点がいくつか存在する (Collins 2009; Stromberg 2007; World Bank
2005)。第一に，多くの人々が生存の危機に直面し，蓄積された物的資本
も壊滅的被害を受ける。さらに，人々には災害の発生を予期することも制
御することも不可能であるため，被害を回避することが難しい。また，被
害が所得や資産のみならず公衆衛生や精神衛生，治安問題などにも波及す
る点，そして被災者の分布が地理的に集中するため，自助努力や相互扶助
だけで被害に対処することが難しい点なども災害リスクを特殊なものとし
ている。
これまで人類は，幾度となく大規模自然災害による被害を受けてきた。
２０１１年３月１１日にはマグニチュード９．０の東日本大震災が日本全土を襲
い，三陸沖を中心に１０メートルを超える津波が発生した。なかでも岩手
県宮古市では３７．９メートルもの津波を記録した１）。さらに福島県におけ
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る原子力発電所事故という二次災害をも引き起こし，これらによる経済被
害総額は２，１００億ドルにも及ぶと見積もられている。これは１９００年以降
に発生した１２，０００件を超える災害記録の中でも，最も経済被害の大きな
災害となった２）。その他，記憶に新しいところでは２０１０年にハイチでマ
グニチュード７．０の大地震が発生し，２２万人以上の命が失われたほか，
約３７０万人もの人々が被災した。２００４年に発生したスマトラ沖地震及び
インド洋大津波による被害はアフリカ東部を含む１２カ国にも及び，これ
によって少なくとも２２万人以上の命が奪われた。過去の事例を見れ
ば，１９３１年に中国で発生した洪水では，３７０万人もの人々が犠牲になって
いる。一方，１９９５年の阪神淡路大震災や２００５年にアメリカ南部を襲った
ハリケーン・カトリーナでは，人的被害はハイチなどと比較して低いもの
の，それぞれ１，０００億ドル，１，２５０億ドルの経済被害を被った (Horwich
2000; Viscusi 2006)。加えて重要なことに，図１に示されるように，近年世
界の自然災害発生頻度は急増傾向にある３）。１９７０年代に報告された災害は
年間約１００件程度であったのに対し，２０００年以降になるとその頻度は約４
倍にも達してしている。
これらの大規模災害は，マクロ経済に深刻な被害をもたらしてきた。
Raddatz (2007) によると，洪水，旱魃，異常気温，暴風などは一人当たり
GDP を２％，飢餓や伝染病では４％減少させ，その効果は前者では５年，
後者では１０年は持続する。この他にも多くの既存研究が，自然災害が及
ぼす経済，社会への影響を指摘してきた (Kahn 2005, Kellenberg and Mobarak
2008, Noy 2009, Strobl 2011; Stromberg 2007, Toya and Skidmore 2007, Yang
2008)。とりわけ途上国においては，災害による影響が深刻化，長期化す
２） Centre for Research on the Epidemiology of Disasters (CRED) HP
３） CRED のデータベースでは自然災害は，「１０人以上死亡」「１００人以上被災」
「緊急事態宣言の発令あり」「国際支援が求められた」のいずれかを満たす場
合と定義されているため，国の政治経済状況に影響される可能性があること
に注意が必要である (Stromberg 2007)。
成城・経済研究 第１９６号 （２０１２年３月）
― ―１１６
るおそれがある。途上国では堤防や下水道システムなどのような防災イン
フラが整備されておらず，小規模な気候変動が大規模災害につながる可能
性が高い (Kahn 2005)。また保険，信用市場も充分に整備されていないた
め，個人レベルでは被災リスクを回避，対処する術を十分持っていない。
さらには，こういった国々は政府のガバナンスにも問題を抱えているため，
政府による迅速かつ効果的な救援復興支援政策の実施も難しい (Kahn
2005; Meng et al. 2011)。そのため経済，社会に及ぼす影響も一層深刻なも
のとなりかねない。実際，マクロデータを用いた多くの実証研究からも，
途上国の自然災害に対する脆弱性が示されている (Kahn 2005; Toya and
Skidmore 2007)。
これらのマクロ経済に対する影響のみならず，家計のようなミクロ経済
図１ 近年の自然災害頻度：１９７０年―２０１０年
注：図中の曲線は Lowess 推計による近似曲線
データ：CRED データベース (http://www.emdat.be/)
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主体に対する災害の影響も，これまで多く研究されている (Sawada 2007)。
それらの多くが，所得の減少や資産損失，健康の悪化などによる一時的貧
困の増加に関して言及している。災害対策を効率的に実施する上で，一時
的貧困と慢性的貧困とを区別することは不可欠である。その第一の理由は，
慢性的貧困と一時的貧困とでは，最適な貧困削減政策が異なるからである
(Jallan and Ravallion, 2000)。一時的貧困の緩和には，保険，信用市場を整備
し，人々の消費平準化能力を改善する必要がある４）。第二に，一時的貧困
は世界の貧困者の中でも多くの割合を占めている (Jalan and Ravallion, 1998)。
そして第三に，一時的貧困が持続的に影響し，慢性的貧困を引き起こす可
能性もある (Banerjee et al. 2010, Dercon 2004, Hoddinott 2006, Jacoby and
Skoufias 1997, Quisumbing 2006)。
このような自然災害リスクが人類に及ぼす影響の深刻さや，近年の頻発
傾向を考慮すると，各国政府にとって効果的な自然災害対策の構築はます
ます重要な課題の一つとなるだろう。そこで本稿の目的は，まず各国の事
例をもとにした先行研究の知見を整理し，災害時における被災者の対応，
とりわけ災害ショックのもとでの消費平準化行動に関する論点を体系化す
ることである。そのうえで，バングラデシュの事例を用いて，家計の災害
ショックに対する脆弱性を明らかにする。
本稿の分析結果は以下のとおりである。災害による特異的，共変的な所
得の減少は，バングラデシュ家計の栄養摂取量を有意に低下させていた。
１日の家計当たり労働所得が１タカ減少することで，カロリー消費量は約
２％減少する傾向があった。災害時，１日の所得は平均して１０タカ以上低
下したことを考慮すると，この影響は深刻なものである。また興味深いこ
とに，人的資本の蓄積は災害時の消費平準化能力には寄与しないことも示
された。一方物的資産の蓄積は，災害時の栄養水準確保において重要な役
割を果たした。
４） 慢性的貧困及び一時的貧困の定義に関しては Morduch (1994) を参照。
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本稿の構成は以下のとおりである。次節ではリスクと家計の脆弱性に対
して，先行研究で行われてきた議論の論点をまとめる。第３節ではバング
ラデシュにおける洪水の事例を概観し，分析に使用するデータセットを紹
介する。第４節ではそのデータを用いて実証分析を行う。そして第５節で
結論をまとめる。
２． 途上国家計の消費平準化行動
家計の消費平準化行動は，主に二種類に大別される。ショックが発生す
る前にリスクを回避，緩和するために行われる危機管理行動 (risk manage-
ment strategies) と，ショックが発生した後でそれに対処するために行う危
機対処行動 (risk coping strategies / risk coping mechanisms) である。前者には，
主に所得変動を緩和しようとする所得平準化行動が多く含まれる。その例
としては，複数の所得源の確保，生産財の種類の分散，生産地の分散など
が挙げられる。その他にも，雇用主がより強くリスクを負担するような雇
用契約，ハイリスク・ハイリターンな生産技術の導入回避，自給自足によ
る食物価格変動リスクの回避などが存在する。しかしこれらの行動は，リ
スクを回避するために期待所得を減少させる場合が多いため，低リスク低
リターンの生産活動につながる。その結果，リスクに脆弱な貧困家計ほど
危機管理行動をとり続け，そのような家計は期待所得も停滞するという貧
困の罠が発生する可能性もある。
一方，予期せぬ所得の減少に直面した際，家計は消費を平準化するため
に様々な危機対処行動をとる。これはさらに相互扶助と自己保険とに大別
される。相互扶助（リスクシェア）とは，コミュニティメンバー間での資
源配分を通じた消費平準化行動である５）。その一例として，所得の減少に
直面した家計は，周囲の家計から食料の贈与や無利子の少額ローンを受け
５） 相互扶助に関する既存研究のサーベイには，Dercon (2005)，Fafchamps
(2003; 2010) を参照。
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取ることが，多くの事例で観測されている (Besley, 1995; Fafchamps, 1999;
Fafchamps and Gubert, 2007a; 2007b; Fafchamps and Lund, 2003; Kazianga 2006;
Morduch, 1999; Platteau and Abraham, 1987; Udry, 1994)。この少額ローンは準
信用 (quasi credit) と呼ばれ，頻繁に用いられている。このようなコミュニ
ティメンバー同士の相互扶助は，所得変動リスクのみならず疾病リスクや
(Asfaw and Braun, 2004; Dercon and Krishnan, 2000; De Weerdt and Decron, 2006;
De Weerdt and Fafchamps, 2007)，冠婚葬祭時の出費リスク (Dercon, et al.,
2006) の際にも重要な役割を果たしている。それに対し自己保険とは，異
時点間の資源配分を通じた消費平準化行動である６）。資産の売却および消
費，労働パターンの変化，消費パターンの変化などがこれにあたる。以下
では，これら危機対処行動に関する既存研究を整理し，災害時におけるそ
の有用性と限界とを議論する。
２．１ 相互扶助
相互扶助の形態は準信用の他に，労働交換や雇用契約形態の変化など多
様である。そこで相互扶助によってどの程度消費平準化行動が達成されて
いるのかを明らかにするため，Townsend (1994) は以下の一般均衡理論に
基づいた統計仮説を検証した。この理論モデルでは，各個人 i は利己的
選好を持っており，生涯得られる期待効用水準 (expected life-time utility),
EU i    t 0  t   s 1S s U (ctsi )
を最大化すると仮定する。ここで は時間選好を表す。s , ctsi は，それ
ぞれ第 t 期に状態 s が発生する確率とその際に実現される消費水準であ
る。また，所得をコミュニティメンバー間で移転することは可能だが，貯
蓄による異時点間の交換は不可能であるとする。この時，均衡での資源配
分は以下の最適化問題を解くことで導かれる。
６） 自己保険による危機対処行動のサーベイには，Dercon (2002) を参照。
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max
 
i 1N  i   t 0 t   s 1S s U (ctsi )
s. t.
 
i cts
i   
i yts
i
0 i 1i  i  1 は家計間の資源分配率を示すウェイトである。
この最大化問題から得られる一階条件は， its U(ctsi )ts  0 it
となる。左辺の第二項は各状態の feasibility constraint に対するラグラン
ジュ乗数である。ここで，CRRA 型効用関数を仮定し対数をとると，以
下の関係式が導出される７）。
log cts
i  logy ts 1(log i log )
ここで yts  i ytsiN である。
つまり，相互扶助メカニズムが十分に機能し，効率的な資源配分が実現
していれば，家計の消費は常にコミュニティ全体の資源に依存し，個人の
所得水準は影響しないことになる。つまり，特異的ショック (yit y t )が
消費へもたらす影響は完全に断ち切られるはずである (Townsend, 1994;
1995)。この理論仮説をもとに，効率的消費計画（フルリスクシェア）がど
の程度達成されているかをテストするため，Townsend (1994; 1995) をは
じめとする多くの研究者が，この一階条件式を t1 期と t 期とで階差を
とり，消費の変動を所得変動や疾病ショックなどの特異ショックで回帰す
るという実証分析を行ってきた８）。しかしそれらの多くが，特異的ショッ
クが消費パターンに有意な影響を与えていることを示しており，これはフ
７） CRRA 型効用関数：u (x ) x 11，ここでは相対的危険回避度。
８） Townsend 等によるアプローチのほかに，Attanasio and Szekely (2004) は，
家計間の所得分散に注目してリスクシェア仮説を検定した。
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ルリスクシェア仮説の棄却を意味している (Cochrane 1991, Dercon and Kri-
shnan 2000; 2003, Gertler and Gruber 2002, Grimard 1997, Mace 1991, Ravallion
and Chaudhuri 1997, Townsend 1994; 1995)。
この部分的リスクシェアの要因として考えられているのが，コミットメ
ント制約 (Coate and Ravallion 1993; Kimball 1988; Kocherlakota 1996)，情報の
非対称性 (Attanasio and Pavoni 2011; Kinnan 2010; Ligon 1998)，ネットワーク
形成における外部性の存在 (Bramoullié and Kranton 2007) である。これらの
問題が発生する場合，村落や部族，カーストのような大規模コミュニティ
でのフルリスクシェアは均衡として達成され難い (Genicot and Ray 2003,
Murgai et al. 2002)。これは，コミュニティが大規模になるにつれて，各メ
ンバーの情報を得るコストや履行強制コストが高くなるからである。これ
と整合的に，近年の研究からも，友人や血縁関係のような小規模なコミュ
ニティを単位としてリスクシェアが行われていることが示されている (De
Weerdt and Dercon 2006, Fafchamps and Gubert, 2007b; Fafchamps and Lund 2003,
Park 2006)。
相互扶助における非効率性を解消する上で有用と考えられるのが，社会
関係資本 (social capital) である (Carter and Maluccio 2003; Attanasio, Barr, Car-
denas, Genicot, and Meghir 2009)。村落コミュニティの相互扶助では，リス
クシェアグループからの離脱といった，コミュニティメンバーの信頼を裏
切る近視眼的かつ利己的行為をとった場合，リスクシェアグループから永
久に排除されるだけでなく，コミュニティメンバーからの信頼を失うとい
う罰則が課される。これが離脱の費用を上昇させるため，人々が十分な担
保を持たない途上国社会の相互扶助において，履行強制を促す社会担保
(social collateral) の役割を果たしている (Karlan et al., 2009; Paal and Wiseman,
2011)。
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２．２ 自己保険
自己保険の例として，第一に資産の消費・売却が挙げられる。Rosen-
zweig and Wolpin (1993) はインドの ICRISAT データを用いて，予期せ
ぬショックに直面した家計が家畜資産を流動化することで消費平準化を行
っていることを実証した。このような家畜売却による消費平準化は，紛争
時期のルワンダにおいても頻繁に観測された (Verpoorten 2009)。しかしこ
れに対し，１９８４年に発生したブルキナファソの干ばつでは，家畜資産の
売却では所得変動の２０％以下しか対処しきれず，むしろ穀物備蓄の切り
崩しがより重要な役割を果たした (Fafchamps et al., 1998)。Udry (1995)，
Kazianga and Udry (2006) もこれと同様な結果を得ている。家畜資産の危
機対処行動としての有用性は，市場構造や生産技術によって異なることが
予想されるが (Dercon 2002)，これについては２．３節で詳述する。
第二の形態は，所得の減少を追加的な労働供給で補完する所得平準化行
動である。予期せぬショックによって農業所得に被害を受けた人々が，非
農業部門への労働投入を増加させる傾向が頻繁に観測されている (Kochar,
1995; 1999)。Rose (2001) の研究もその一例であり，彼女の実証結果では，
降雨量の減少という農業部門へのショックが，非農業部門の賃金労働市場
への参入増加を引き起こすことを示した。さらに彼女は，降雨量が変動し
やすい地域では，通常時から非農業部門に従事する傾向があることも発見
した。これに加え Ito and Kurosaki (2009) は，天候リスクの高い地域では
全労働時間に占める非農業部門への配分が増加し，とりわけ現金による賃
金契約よりも食料による現物支給が好まれることを明らかにした。これら
の行動は，一種の危機管理行動として考えられる。これらの実証結果は，
最低賃金の上昇や摩擦的失業の解消といった労働市場の変化が，家計の消
費平準化能力を改善させる可能性を示唆している (Giles 2006)。
第三に，低価格・高カロリーの食物を摂取することで，栄養水準を確保
しようとする傾向が世界各地で観測されている。Stillman and Thomas
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(2008) は，ロシアが１９９６年から１９９８年にかけて直面した経済危機の事例
を用いて，人々の消費額の変動と栄養水準との関係を分析したところ，消
費額の変動と比較して，栄養水準や BMI は平準化されていた。Subrama-
nian and Deaton (1996) によるインドの実証研究でも，カロリー水準の消
費弾力性を資産保有水準と関わらず０．３から０．５程度と推定している。つ
まり，消費額の変動と比較して，カロリー消費量は平準化されていること
を示唆している。しかし注意すべきことに，これらの事例は必ずしも家計
内の全員が安定的な栄養水準を確保したということまでは意味していない。
家計内での栄養水準の配分を見ると，男性の栄養水準はショック時でも安
定している一方で，労働力として期待されていない女性の栄養摂取量の変
動は比較的大きいことが観測されている (Behrman 1988; Behrman and Deola-
likar 1990)。
２．３ 災害時の消費平準化行動
これまでに議論したように，一連の消費平準化行動は所得変動の影響を
緩和する上で重要な役割を果たしているものの，すべてのショックを完全
に回避，吸収するまでには至らず，人々の消費経路は一時的な所得変動の
影響を受ける傾向がある。既存研究から得られたこれらの知見は非常に興
味深いものであるが，これらの多くは災害時の家計行動ではない。災害時
には家計の消費平準化行動やその程度は通常時とは異なることが予想され
る。そこで以下では災害時の事例に特化し，家計行動がどのように変化す
るかを概観する。
第一に，相互扶助による消費平準化を考える。これは災害のような共変
的ショックに対しては有効ではなくなることが前節の理論から示されてい
る。これと整合的に，Shoji (2008) は準信用による相互扶助は特異的な所
得変動にのみ有効であり，共変的ショックに対しては高利貸しからの借り
入れなど，より将来負担の強い対処行動に依存していたことを示した。災
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害による共変的ショックに対処するには，第一にリスク回避度の異なる家
計間でリスクシェア（リスク中立的な富裕層とリスク回避的な貧困層）を実施
することが有効であると考えられる。また第二に，リスクシェアグループ
の規模を拡大もしくは同じ地域に住む，所得変動パターンの異なる家計と
の相互扶助ネットワークの構築が有効である。
被害の共変性に加えて重要な性質に，被害の持続性が挙げられる。例え
ば，天水農業に依存した農業所得では変動の持続性が高い (Newhouse 2005)。
持続的ショックはコミットメント制約が存在するもとでのリスクシェアを
低下させ，一層家計の生活水準に影響を及ぼしやすくなる (Alderman, 1996;
Cochrane, 1991)。
次に，家畜資産の売却も共変的ショックの際には有効性が失われる。財
市場が地域的に分断されている場合，共変的ショックは家畜の価格を下落
させる可能性があるからである。前述の Fafchamps, et al. (1998) や Udry
(1994)，Kazianga and Udry (2006) もこれに整合的な結果を示している。
また別の要因として，家畜が生産活動にも不可欠であり不可分的資産であ
るため，一頭の家畜の売却が恒常所得の激減を引き起こすことも挙げられ
る。その結果，家畜を売却した家計は信用制約に直面し，貧困の罠に陥る
可能性もある (Carter et al., 2007; Dercon 1998; Hoddinott, 2006; Lybbert et al.
2004)。したがって，家計にとっては家畜資産の保有を平準化する誘因が
出る (Zimmerman and Carter, 2003)。しかし，災害時においても資産売却の
有効性を発見した研究も少なくない (del Ninno et al. 2003; Khandker 2007)。
つまり，資産売却の有効性は，市場構造や生産技術に依存すると考えられ
る。
労働パターンの変化による所得平準化も資産売却と同様，利用不可能と
なり得る。共変的ショック時には賃金低下が起こるためである。例えばメ
キシコの通貨危機の際には，児童労働の増加は顕著に観測されなかった
(Mckenzie, 2003; 2004)。しかし一方で，ブラジルの通貨危機時においては
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児童労働の増加が観測されており (Duryea and Arends-Kuenning, 2003)，
Huigen and Jens (2006) はフィリピンを直撃した大規模台風後の対処行動
を分析し，被災程度の低いマニラへの出稼ぎや児童労働，森林資源の搾取，
食事パターンの変化が主な対処行動となっていたことを示した。このよう
な差異は，労働市場の構造や労働機会へのアクセスが地域によって異なる
ためと解釈できる。一方，労働パターンの変化による所得平準化の中でも，
多くの事例で示されているのが，災害時の森林資源搾取の増加である
(McSweeney, 2005; Shoji 2008; Takasaki et al. 2004)。
このように，災害に直面した貧困層にとって消費平準化を達成すること
は極めて困難である。そのため，災害時には人々は消費額を大幅に減少せ
ざるを得ないどころか，栄養の平準化も困難となることがある。例えば
１９８８年に全国的大洪水が発生したバングラデシュでは，被災によって土
地無し貧困層の子供の発育に影響が出ていた (Foster, 1995)。重要なことに，
自然災害による生活水準の極度の悪化は，長期的な影響を及ぼすこともあ
る。エチオピア農村部では，降雨量の著しい減少による消費水準への影響
が５年間にも及んでいた (Dercon, 2004)。さらにジンバブウェを１９９４年に
襲った干ばつは，アフリカでは比較的被害が軽微とされていたにもかかわ
らず，女性や幼児の健康水準に負の影響を及ぼし，なかでも貧困家計に生
まれた１，２歳の幼児にはその被害は長期にわたった (Hoddinott, 2006)。こ
のような災害による長期的被害は過去の先進国においても見られた。１８６３
年から１８９３年にかけてフランスを中心に発生した害虫，Phylloxera は，
ワイン生産量を４０％減少させ，ワイン農家に壊滅的被害を与えた。これ
により，この被害に直面している時期に産まれた子供は，そうでない子供
と比較して２０歳をむかえた時点で０．６から０．９センチの身長差があった
(Banerjee et al. 2010)。このような被害の持続性は災害以前の家計の特性に
よって異なると考えられる。２００７年１２月におけるザンビアの記録的大雨
は，資産を多く保有する家計の消費を著しく低下させたが，その後約一年
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半の時点で回復が見られた。これに対して，貧困層が直面した消費への影
響は長期にわたり，同時点では回復は見られなかった（櫻井他 2011）。
３． バングラデシュにおける歴史的大洪水
世界中で発生する自然災害の中で，最も頻繁に発生するのが洪水である。
１９８０年から２００４年の間，６，０２８の災害が報告されているが，そのうち
２，１０２が洪水であった (Stromberg 2007)。なかでもバングラデシュは，ガン
ジス，ブラフマプトラ，メグナといった三大河川が合流する地域であるた
め，近年でも１９８７年，１９８８年，１９９１年，１９９８年，２００４年，２００７年と度
重なる全国規模の大洪水の被害を受けてきた９）。バングラデシュの農民に
とって，洪水は最も深刻なリスクである。通常の雨期に発生する洪水であ
れば土壌を肥沃にするため，農家にとって望ましいことである。しかし，
各河川上流地域の降雨量や各河川の水位のピークが同時期に発生すると，
バングラデシュの位置する下流地域の水位は急激に上昇し，大洪水を引き
起こす。また上流地域の森林伐採も洪水発生の一要因となっている。さら
に，洪水の規模やタイミングは予測不可能かつ制御不可能であり，この性
質も洪水の被害を深刻なものにしている。
なかでも１９９８年の洪水は，被災者数においても一人当たりの被害額に
おいても群を抜いていた。７月上旬に始まった洪水は９月中旬まで続き，
全国土の６８％を浸水させた。これによって多くの家屋，資産が失われた
のは言うまでもないが，さらにこの洪水が雨期の田植え後に発生したこと
もあり，穀物生産に壊滅的被害を与えた (del Ninno, et al. 2001)。
本稿に用いるデータセットは，国際食糧政策研究所 (International Food
Policy Research Institute: IFPRI) が１９９８年の洪水後に７５７家計を無作為に抽
出し，収集した家計データである (del Ninno et al. 2001)。７５７家計をサンプ
９） Disaster Management Bureau ホームページ
(http://www.dmb.gov.bd/pastdisaster.html)
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リングする際，第一にバングラデシュの６４県からチャンドプール，マニ
クゴンジ，マグラ，ボリシャル，シュナムゴンジ，ノルシンディ，マダリ
プールの７県を抽出した。これらは，洪水の被災レベルや貧困レベルに応
じて決定された。次に各県から一つタナ (Thana) を，各タナから３ユニオ
ンをランダムに抽出した。さらに，各ユニオンから６村，各村から２集落，
そして最後に各集落から約３家計が抽出された。タナ，ユニオンはバング
ラデシュにおける行政区間の一つである。各タナに複数にユニオンが構成
され，各ユニオンに複数の村が含まれる。このデータの一つの特徴は被災
地，非被災地を含む７県１２６村落から広範にわたってサンプリングされて
いることである。
表１はサンプル家計の記述統計である。これによると，洪水によって，
平均して１カ月弱も浸水していた。この時期，一日当たりの世帯労働所得
は３４タカであり，これは洪水被害の発生していない１９９９年を基準とする
表１：記述統計
１９９８年雨期（洪水発生時期） １９９９年雨期
サンプル数 平均 標準偏差 サンプル数 平均 標準偏差
浸水日数
浸水深度（フィート）
被災した潅漑数／
村落内世帯数
一日当たり世帯労働所得
一人当たりカロリー摂取量
大人一人当たりカロリー摂
取量 (adult equivalent scale)
カロリー不足ダミー
１５歳以上男性
１５歳以上女性
１５歳未満
世帯主年齢
世帯主の教育年数
農地保有（１０００タカ）
水牛保有数（頭）
自営農家ダミー
７５７
７５７
６７１
７５７
７５３
７５６
７５６
７５７
７５７
７５７
７５３
７２１
７５７
７５７
７５３
２５．１５
１．９３
０．８２
３３．９８
２２２５．８８
３０５５．６３
０．１９
１．４８
１．４４
２．３５
４５．０２
２．６８
１１２．２３
０．１４
０．４８
２８．６６
３．０４
１．５１
４８．２１
８２１．４２
１１２６．１６
０．３９
１．００
０．７６
１．４５
１２．５０
３．７５
１７３．０８
０．４７
０．５０
７５６
７１８
７２９
７２９
７３４
７３４
７３４
７２９
７２９
７５６
７５６
７３０
４４．８４
２４５４．８８
３４２１．５３
０．０９
１．５２
１．４８
２．４３
４５．１０
２．５８
１４３．７９
０．０９
０．４７
４６．３９
７９５．００
１１９８．０８
０．２９
１．０２
０．７７
１．４８
１２．５２
３．７４
２６０．８４
０．３７
０．５０
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と２４％低い。同様に洪水時の一人当たりカロリー摂取量は，１年後と比
較して９．３％低い。これは adult equivalent scale を用いて基準化した，
大人一人当たりカロリー摂取量においても同様な傾向が見られる。また，
大人一人当たりカロリー摂取量が２，１２２kcal を下回った家計をカロリー不
足と定義すると，そのような家計は災害時には約２割に達していた１０）。
４． 実証分析
４．１ リスクシェアテスト
第２節で議論したように，ショックに直面した家計は様々な危機対処行
動を用いることで消費平準化するが，すべてのショックに対して常に有効
な対処行動というものは存在しない。そのため，家計は複数の危機対処行
動を組み合わせることで，所得変動に一層柔軟に対処しようとする。例え
ば，物的資本，人的資本の蓄積は，自己保険を通じた消費平準化行動の機
能を高め，これを相互扶助と併用することによって，一層の消費平準化が
期待できる。しかしながら，自然災害は共変的ショックであるため，準信
用などの相互扶助は有効性が失われる。またそのような状況では，資産の
流動化や労働パターンの変化も，その効果が著しく低下するおそれがある。
このように，災害リスクに対する家計の脆弱性は所得変動パターンや消費
平準化能力など，多様な要因によって決定される。
自然災害のような深刻なリスクのもとで，どのような家計がどの程度消
費を平準化できるかを理解することは，政策担当者にとって重要である。
本稿はこの点を追求したい。具体的には，災害時における相互扶助の欠点
を補完するうえで，物的及び人的資本の蓄積が果たす役割を検証する。そ
のために，第２節で紹介した Townsend (1994) らによるフルリスクシェ
アテストをベースとした検証方法を用いる。ただし本稿では，消費変数と
して消費額ではなく，大人一人当たりのカロリー摂取量を用いる。家計は
１０） この定義は，Ahmed and del Ninno (2002) においても使用されている。
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様々な手段を用いて消費平準化を行うが，消費額を平準化できない極度の
貧困に直面した状況では，栄養水準，とりわけカロリー摂取の平準化を行
う。したがって，カロリー摂取の変動を分析することで，消費額を用いた
分析よりも直接的に，家計の脆弱性を分析出来る。
まず分析のベンチマークとして，以下の式を推計する。 c it    yit XitZitit
ここで c it は家計 i の１９９８年雨期から１９９９年雨期にかけての大人一人
当たりカロリー摂取量の成長率， yit は一日当たり世帯労働所得の変化額，
Xit は家計構成や家長の特性といった変数，Zit は各村落ダミー，そしてit は誤差項である。村落ダミーが所得の共変的変動をコントロールして
いるため，この推計式において， は所得の特異的変動が消費変動に及ぼ
す影響のみを表す。したがって，フルリスクシェアが達成されているので
あれば，  0が観測されるはずである。これに対し，家計が所得変動シ
ョックを対処することが出来ていない場合，この係数は正の値をとる。
この分析モデルにおいて重要な問題の一つに，所得変動が内生変数であ
るという点が挙げられる。これに対処するため，本稿では操作変数法を用
いる。操作変数には，家計が洪水によって被った浸水の高さ，浸水日数，
およびコミュニティの灌漑への被害程度の三変数を用いる。これらは家計
にとって外生変数であり，操作変数としての条件を満たしていると考えら
れる。
推計結果は，表２の第一列目にまとめられている。これによると，洪水
による特異的所得変動が有意にカロリー消費の変動に影響を与えている。
１日当たりの家計所得が１タカ増加することで，カロリー摂取量は２．０４％
増加することを意味する。これは村落コミュニティを相互扶助の単位とし
た場合のフルリスクシェアを棄却する結果である。またこの推計結果では，
over-identification test による操作変数の妥当性も示された（p 値＝０．３０）。
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次にこの結果を踏まえ，物的資本や人的資本が災害時の消費平準化に対
してどのような役割を果たすかを明らかにする。そのために前推計モデル
における所得変動の予測値と，家長の教育年数や家畜資産の保有数との交
差項を新たな説明変数として加える。仮にこれらの資産が，災害時におい
ても消費平準化に有効なのであれば，交差項の係数は負の値をとるはずで
ある。
表２：消費平準化における人的・物的資産の役割
（１） （２） （３） （４）
所得変動（タカ）
× 世帯主の教育年数
× 水牛保有数
１５歳以上男性
１５歳以上女性
１５歳未満
世帯主年齢
世帯主の教育年数
農地保有（x１０６タカ）
水牛保有数（頭）
自営農家ダミー
サンプル数
固定効果
２．０４１＊
（１．１４４）
－１．５１０
（６．０４１）
１４．５８６＊
（７．５１５）
－０．８６４
（３．２６０）
０．１２９
（０．３４５）
０．６１８
（１．７２１）
３１．１４８
（２８．１８３）
－１．４６８
（９．３４０）
－１７．１６８＊
（１０．４２９）
６５４
村落
２．０２５＊＊
（０．９４８）
０．０１３
（０．０３６）
－１．７２１
（５．７０１）
１４．７３９＊＊
（７．０６６）
－０．９２２
（３．２１０）
０．１３３
（０．２３０）
０．５８１
（１．２４０）
３０．９４０
（２５．９２０）
－１．２５４
（７．５８８）
－１７．２４７＊
（９．３８６）
６５４
村落
２．０７８＊＊
（０．９５７）
－０．６５９＊
（０．３５１）
－１．３８０
（５．６８２）
１４．６１０＊＊
（６．９５３）
－０．９８３
（３．１７５）
０．１２９
（０．２３１）
０．５７０
（１．２６６）
２９．１３２
（２６．４７５）
１２．２７４
（１１．０６７）
－１７．０４０＊
（９．２９１）
６５４
村落
２．０６５＊＊
（０．９４５）
０．００９
（０．０３６）
－０．６５５＊
（０．３５４）
－１．４４５
（５．７４３）
１４．７１２＊＊
（７．０７５）
－１．０１９
（３．１９９）
０．１３２
（０．２３０）
０．５４１
（１．２３６）
２９．００４
（２６．２５７）
１２．２１５
（１１．０９２）
－１７．１１８＊
（９．３９４）
６５４
村落
*** p＜０．０１，** p＜０．０５，* p＜０．１
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この推計結果は，表２の第二，第三，第四列目のとおりである。興味深
いことに，これによると人的資本と物的資本とで異なる傾向が観測できる。
まず人的資本の効果に関しては，係数は非常に小さいものの予想に反して
正の値をとっており，統計的にも有意ではない。つまり教育水準が消費平
準化に及ぼす効果は観測できず，人的資本の高い家計であっても，消費平
準化を達成することは困難であったことが示されている。これと対照的に，
家畜資産保有との交差項は負で統計的に有意である。つまり，家畜資産を
多く保有する家計ほど所得変動の栄養摂取への影響を断ち切ることができ
た。推計結果によると，水牛資産をおよそ３頭所有する家計は，洪水被害
による所得変動ショックをほぼ完全に回避することが出来たことが表され
ている。一方，家畜を全く所有しない家計は，１日当たり所得が１タカ変
動することで，カロリー摂取は２．０７％から２．０８％変化する傾向があった。
４．２ 共変的ショックによる効果
前節では村落をリスクシェアの単位としたフルリスクシェアの検証を行
ったが，その結果，必ずしもそれを支持する結果は得られなかった。とり
わけ，家畜資産を保有しない家計は，家計レベルの所得変動に対しても脆
弱であることが示された。一方で家畜を保有する家計は，特異的所得変動
ショックに対処している傾向が観測された。この発見は非常に興味深いも
のであるが，この分析手法では，自然災害が持つ共変的ショックの性質が
家計に及ぼす影響を明らかにすることはできない。
そこで本稿では次に，災害による所得変動の共変性が家計の栄養摂取に
及ぼす影響をより明示的に組み入れた分析を行う。具体的には，所得変動
を村落レベルでの共変的な変動（各村落での平均変動）と，村落内の各家計
で異なる特異的な所得変動（各家計の所得変動の，村落平均値からの乖離）と
に分解し，それぞれのショック変数が栄養摂取の動向に与える影響を推計
する。しかしこの手法には，主に二つの統計的課題が存在することをまず
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記述する必要がある。第一に，この推計モデルは前節で行われたような一
般的なフルリスクシェアの検定と異なり，村落レベルの固定効果を説明変
数に加えることが出来ない。したがって，各村落の特性が栄養摂取パター
ンと所得変動パターンとの両方に相関している場合，推計結果にバイアス
が発生する危険性を排除できない。第二に，ここで用いられる共変的所得
変動とは，各村落でのサンプル家計（各村に６世帯）での平均値であるた
め，これは必ずしも村落コミュニティ全体の真の共変的所得変動とは一致
しない。つまり，このサンプルから計算された共変的所得変動の変数およ
び，それを用いて導出された特異的ショックの変数には，測定誤差が含ま
れていることになる。これらの課題が存在するため，得られた推計結果に
はバイアスが生じている可能性を排除できない。したがって，この手法に
よる推計結果と前節の推計結果とでは必ずしも完全には一致しない。
これら二つの分析方法を比較すると，前者のフルリスクシェア検定がよ
り精緻なアプローチであるため，特異的所得変動の影響に関しては表２か
ら解釈することが望ましいだろう。しかし共変的ショックの影響に関して
は，こちらからは識別できないため，バイアスの可能性を排除できないも
のの，後者のアプローチから解釈せざるを得ない。
推計結果は表３に記載されている。まず注意すべきことに，家計レベル
の特異的所得変動の係数が，やはり表２の結果と若干異なっている。第一
列目の結果をみると，特異ショックの係数は正であるが，統計的には有意
ではない。また係数の絶対値も若干小さくなっていることがわかる。共変
的ショックの係数も正であるが，係数の値は特異的所得変動と比較して小
さく，統計的には有意ではない。ただし，これらの変数には観測誤差が含
まれていることを考慮すると，実際の因果関係は推計結果よりも大きい可
能性がある。また，これら二つの係数の差は統計的に有意ではない（p 値
＝０．１６８）。つまり，総じて特異的所得変動も共変的所得変動も同様に栄養
摂取パターンに影響を及ぼしており，必ずしも共変的ショックの被害が深
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表３：共変的所得変動と消費平準化
（１） （２） （３） （４）
村落レベル共変的所得変動
× 世帯主の教育年数
× 水牛保有数
家計レベル特異的所得変動
× 世帯主の教育年数
× 水牛保有数
１５歳以上男性
１５歳以上女性
１５歳未満
世帯主年齢
世帯主の教育年数
農地保有（x１０６タカ）
水牛保有数（頭）
自営農家ダミー
サンプル数
固定効果
０．３６０
（０．２５５）
１．１１７
（０．７２２）
３．１１６
（４．５２７）
１０．４８５＊
（６．２２２）
１．０２７
（２．５１５）
０．２２１
（０．２１５）
－０．３６０
（１．０２５）
２３．９５０
（２４．４６５）
－０．４４８
（６．１８２）
－６．９２７
（６．６２４）
６５４
ユニオン
０．３７５
（０．２６８）
－０．００５
（０．０３５）
０．９２４
（０．７３６）
０．０８５
（０．１１６）
２．９７６
（４．５９０）
１０．６４０＊
（６．３４９）
０．９８９
（２．５１３）
０．２２５
（０．２１３）
０．１３８
（１．３３２）
２１．４５２
（２４．１２７）
－０．５６３
（６．１９６）
－７．１２７
（６．７００）
６５４
ユニオン
０．４４５＊
（０．２５９）
－０．６３６＊
（０．３２８）
１．２１７＊
（０．７２３）
－０．１８９
（０．７００）
２．９８８
（４．４９０）
１１．０５７＊
（６．３６９）
０．８３２
（２．４９３）
０．２２９
（０．２１５）
－０．３２３
（１．０２３）
２２．１４６
（２４．８８２）
９．５９９
（９．７３１）
－７．７５７
（６．６３１）
６５４
ユニオン
０．４５８＊
（０．２６６）
－０．００６
（０．０３５）
－０．６２０＊
（０．３３９）
１．０５９
（０．７４１）
０．０６６
（０．１１９）
－０．１３１
（０．７４２）
２．８８３
（４．５６０）
１１．１６７＊
（６．５１２）
０．８０４
（２．４９４）
０．２３１
（０．２１３）
０．０８０
（１．３３４）
２０．２９２
（２４．４９９）
８．９７１
（１０．１３７）
－７．８９１
（６．７０９）
６５４
ユニオン
*** p＜０．０１，** p＜０．０５，* p＜０．１
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刻であるという仮説は支持されなかった。
次に，第二列目以降では前節と同様に，人的資本及び物的資本が消費平
準化に及ぼす効果を分析した。第二列では，家長の教育水準との交差項の
係数は有意ではなく，係数の値も不安定である。つまり前節の結果と同様，
家長の教育水準が高い家計であっても，消費平準化能力は有意には異なら
ないということが示されている。
一方，家畜資産保有との交差項を加えた第三列目の結果を見ると，所得
変動の変数は共変的，特異的どちらについても正の値をとり，統計的に有
意である。また交差項の係数はどちらも負であり，共変的ショックとの交
差項は統計的に有意な結果となっている。つまりこれは，村落レベルでの
共変的所得変動が発生した場合，その栄養摂取への影響は家計の家畜資産
保有量によって異なることを示している。資産を持たない家計は共変的所
得変動によって栄養摂取が変動するものの，家畜を保有する家計は，その
ショックに対処することが出来る。つまり家畜保有が共変的ショックに対
する消費平準化能力を改善すると言える。これに対し，特異ショックにつ
いては家畜保有による影響は有意には表れなかった。しかし前述のように，
特異的所得変動の影響に関しては表２から解釈することが望ましいと考え
られる。
これら両分析から得られた結果をまとめると，総じて特異的所得変動は
家計の栄養水準に有意に影響を及ぼすことが明らかになった。これはフル
リスクシェアを棄却する結果となる。またこれは教育水準の高い家計であ
っても同様な結果である。一方で，家畜資産を保有する家計は，共変的所
得変動，特異的所得変動の両方に対して消費平準化できていた。
４．３ 貧困がカロリー不足に及ぼす効果
最後に，災害時の貧困によって，どの程度カロリー不足が引き起こされ
るかをより明示的に分析するため，被説明変数に洪水時の大人一人当たり
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カロリー摂取量が２，１２２キロカロリーを下回る場合に１を取る二値変数を
用いる。またここでは，洪水時の所得水準を内生説明変数として扱う。操
作変数プロビットモデルを用いた推計結果は表４にまとめられている。こ
れによると，１日当たりの世帯所得が１タカ増加することで，災害時に栄
養不足に陥る確率を０．９％回避できることが示された。
*** p＜０．０１，** p＜０．０５，* p＜０．１
注：カロリー不足とは，ここでは１日の大人一人当たりカ
ロリー摂取量が２，１２２kcal を下回った状態とする。
表４：貧困がカロリー摂取に及ぼす影響
被説明変数：カロリー不足ダミー
限界効果
世帯労働所得
１５歳以上男性
１５歳以上女性
１５歳未満
世帯主年齢
世帯主の教育年数
農地保有（x１０６タカ）
水牛保有数（頭）
自営農家ダミー
サンプル数
固定効果
－０．００９＊＊＊
（０．００２）
０．０７１＊＊＊
（０．０２６）
０．０７７＊＊＊
（０．０２６）
０．０１８
（０．０２０）
０．００３＊
（０．００２）
０．０１９＊
（０．０１０）
０．０１６
（０．１０４）
－０．０７９＊＊
（０．０３９）
－０．０８３＊＊
（０．０４２）
６６７
なし
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５． むすび
本稿では，災害時における家計の消費平準化行動に関する，既存研究の
体系化を試みた。通常の所得変動ショックに対しては，コミュニティメン
バー同士の社会関係資本を利用した相互扶助や，資産の売却や労働供給パ
ターンの変化といった自己保険によって，ある程度緩和することが可能で
ある。しかし，自然災害は共変的ショックであるという点，そのショック
が持続的被害を及ぼしうるという点で通常の所得変動とは性質が異なり，
これによって自己保険や相互扶助の有効性が低下するため，災害前に被害
を回避することも事後的に対処することも困難となる。とりわけ，土地無
し貧困層や教育水準の低い家計は信用制約に直面する確率も高く，リスク
に対して一層脆弱となる傾向がある（Datt and Hoogeveen 2003; Morduch,
1999; Jalan and Ravallion 1999, Kurosaki 2006, Mu2006, 櫻井他 2011）。
既存研究から得られたこれらの知見を踏まえ，本稿は１９９８年に全国規
模の大洪水被害を受けたバングラデシュの事例に着目し，家計がどの程度
消費平準化できていたのかを分析した。その結果，１日当たり所得が１タ
カ変動することで，カロリー摂取は約２％変化した。つまり家計は洪水に
よる所得変動を対処することが出来ておらず，栄養摂取量の低下を引き起
こしていた。また本稿では人的資本や物的資本の蓄積がこの問題にどのよ
うな役割を果たしたのかを分析したところ，物的資本の蓄積の重要性が示
された。水牛資産を保有していた家計は，洪水時においても栄養水準の低
下を比較的免れることが出来た。これに対し，人的資本の蓄積に関しては，
期待される効果は見られなかった。既存研究においても議論されているよ
うに，災害ショックによる栄養摂取量の低下は，子供の発育や労働生産性，
疾病リスクに深刻な影響を及ぼしうる。これは将来所得の減少をも引き起
こし，結果的には長期にわたって被災家計に深刻な影響を与えるおそれが
ある。
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このような深刻かつ複雑な問題を解決するためには，政府は家計の行動
メカニズムや市場構造を把握した上で，それを利用した政策をとる必要が
ある。これには，保険市場，信用市場の整備による消費平準化能力の向上，
とりわけ災害の被災範囲をさらに超越するような広域での保険制度が必要
となるだろう。この他にも，人々の社会関係資本の蓄積を促す政策も効果
的と考えられる。しかしながら，人々の自助努力や相互扶助を促すだけで
は大規模災害の被害を完全に対処することは不可能であり，やはり政府に
よる大規模な救援復興支援の提供が不可欠である。総じて，大規模災害か
らの復興を成し遂げるには，自助，共助，公助の連携が重要であるだろう。
本稿で得られた帰結は，我が国の救援復興支援政策の実施においてどの
ような知見をもたらすであろうか。所得水準においては，バングラデシュ
はわが国よりも圧倒的に低く，世界最貧国の一つである。しかしながら，
我が国の政策実施に対して途上国の事例から得られる教訓も少なくないと
考えられる。なぜならば，第一に保険市場の発達した先進国であっても，
大規模災害による被害を全て保険によって賄うことは難しいからである。
したがって，被災者は何らかの手段によって，事後的に被害を克服しなけ
ればならない。阪神淡路大震災の事例においても，家屋やその他の資産損
失が保険では十分に対処しきれず，被災者の消費計画に影響を及ぼしてい
た (Sawada and Shimizutani 2007)。とりわけ，被災者の中でも比較的貧困で
あった家計は，震災被害によって消費水準が劇的に悪化した (Sawada and
Shimizutani 2008)。第二に，大規模災害時には我が国の中央政府や地方行
政のガバナンスも多少影響を受ける可能性がある。したがって，効率的，
効果的な救援復興支援政策の実施に問題が発生する可能性も否定できない。
以上を踏まえると，今後，我が国の自然災害対策をより強化するためには，
世界各国の様々な事例をもとにした検証および考察が必要となるだろう。
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